
　　　　　　均一価格店の現状と展望

　　　　　　一小売業態としての検討を踏まえてｰ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　木　綿　良　行

　最近，“100円ショップ”が急成長し，わが国の小売業界では注目の的

となっている。一般に，“均一価格店”(uniform-pricestore),ないしは，“ワ

ンープライス・ショップ”(one-price shop）と呼ばれるこのような小売業は

けっして新しいものではない。アメリカでは，かつて，“5セント・１Oセ

ント店”(fiveand ten centstore),あるいは，“ダイム・ストア”(dime store)

などと呼ばれた均一価格店が急成長し，その小売流通の歴史の１ページを

飾ったという経緯がある。最近でも，かつてのダイム・ストアほど注目を

集めているとは言えないだろうが，アメリカではダラー・ストア”(dol-

larstore)が着実に成長を遂げてきている。

　本稿では，均一価格店のアメリカにおける歴史的経緯を踏まえて，小売

業態としての位置付けを考察し，その将来の展望を試みたい。

1.“均一価格店”とその特質

　小売業態とは別に，小売価格の設定に“均一価格制”が採用されるケー

スは従来からしばしば見受けられる。一定の特売期間ないしはさまざまな

催事に際して，小売店の売場の一郭に“均一価格コーナー”が設けられる

場合や，靴下やハンカチ，マフラー，ネクタイなどといった限られた特定

の商品について常時均一価格制が採用される場合などが通例のケース1ーで
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ある。均一価格店は，そのような均一価格制を商品の種類にかかわりなく

全般的，且つ経常的に採用する小売業態であり，100円ショップのほかに

も“300円ショップ７’や“1,000円ショップ一’など，さまざまなプライス

ーラインが採用される可能性がある2）。

　“均一価格”を文字通りに解すれば単一の価格に統一するということに

なるだろうが，この小売業態の特質は買い易い値頃の均一価格の設定を消

費市場への訴求点とすることであり，必ずしも一つのプライスーラインに

絞られるわけではなく，複数のプライスーラインが併用されるケースもあ

りうる。アメリカでは，1879年にペンシルバニア州ランカスターにおい

て, F. W.ウールワース(Frank WinfieldWoolworth)氏ぱ5センドど10

セントという二つのプライスーライン3）を採用する“5セント・10セン

ト店”の開業に成功した4）が，これは，おそらく小売史上初めての本格的

な“均一価格店”であったと言えるだろう。

　F. W.ウールワース(F. W. woolworthＣｏ.）に続いて，1881年にはマ

ックローリー’ストアーズ”(McCrory StoresCorp.),1896年にはS. H.ク

レス（S. Ｈ.Kress & Co.),1899年にはs. s.クレスギ”（S. S.KresgeＣｏ.）

と，次々と同様の“5セント・10セント店”が参入し，通称“ダイム・ス
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トア”，あるいは，“ファイブーアンドーダイム・ストア”などと呼ばれて，

小売流通の歴史に一つの時代を築いた。このように，均一価格店は，５セ

ント・10セント店としてアメリカにおける近代的小売事業の黎明期から

花開いていたわけである。

　均一価格店は，おおむね不況期に廉価を訴求点として小売市場に参入す

るのが通例であった5）と言えるだろう。戦前のわが国においても，1929年

に始まり全世界を席捲したあの大恐慌の最中の1931年（昭和６年）に，高

島屋が５銭と10銭の均一価格制を採用しだ高島屋均一店”の一号店を

大阪の野田に開店し，その後も次々と同様の店を開いて1940年（昭和15

年）の最盛時には106店舗にも達しかと言われている6）。

　現下の長引く消費不況の下で多くの既存の小売業が業績不振に陥る中で，

急成長を続けて注目を集めているわが国の100円ショップの場合も, 100

円で買えるとは常識では考えられないような多くの商品が，現実に多様に

取り揃えられて100円で売られているという超廉価性が顧客を吸引する主

たる要因として捉らえられている。

　また，戦後のアメリカにおいて日本の100円ショップよりも一足早く全

国的に展開してきている“ダラー・ストア”の場合もほとんどが廉売店と

して受け取られており，それらの多くはディスカウント・ストアの一形態

と見なされてきたようである。

　確かに，それぞれ消費市場への参入に際して低価格訴求に重点を置き，
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その廉価性を訴えるために消費者にとって買い易い値頃で統一された小売

価格を設定するということは極めて有効であったと言えるだろう。それは，

マクネアの“小売の輪の仮説”7）にも合致する一般的傾向として頷ける面

がある。しかしながら，近年の，とりわけ有力な大手業者の場合には，単

なる“低価格訴求”のほかに，それぞれ多様で，且つ特異性のある“商品

構成と品揃え”によってたえず売場の活性化を図るとともに，それぞれ標

的とする消費市場に対するマーチャンダイジングに力を入れようとしてい

るという点に注目すると，近年の均一価格店には単なるディスカウンター

（安売り屋）とは一線を画するものがありそうである。

　ここで，アメリカの均一価格店の歴史的展開を踏まえて，その小売業態

としての特質について，もう少し掘り下げて考えてみよう。

2.“廉価性”ど商品の取り揃え”

　上述の通り，初期の均一価格店は，“ニッケル”（5セント硬貨）や“ダイ

ム”（10セント硬貨）という，まさに誰もが気軽に使える小額の硬貨一枚で

買える範囲の商品を幅広く取り揃えて販売する小売店であった。多店舗化

をベースとする規模の経済性は，単に仕入れようとする商品の仕入原価を

引き下げただけではなく，通常の仕入れでは採算がとれないような商品ま

でも仕入れることを可能にして商品構成の幅を広げるとともに独自に新

しい商品を企画・開発8）することをも可能にした。かくして，ダイム・ス
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トアは当時の消費者の幅広い支持を得ることに成功し，アメリカにおける

初期の小売流通を支える近代的小売業の一つとして成長していったわけで

ある。

　もう一つ別の面から言えば，ほぼ同時期に成長していたグロサリー・チ

ェーン（食品分野のチェーン）と並んで，ダイム・ストアは雑貨類（非食品

分野）でのチェーン展開に先鞭をつけたという点で，アメリカにおけるチ

ェーン・ストアの黎明期をリードする車の両輪の一つとして広く小売業界

の注目を集める結果となったという点に注目すべきだろう。

　ダイム・ストアは，ほどなくバラエティ・ストア”(variety store),す

なわち／‘多様品店一多様な商品を取り揃える店”という意味合いの名

称が用いられるようになったが，それは，“廉価性”もさることながら“多

様な商品の取り揃え”という特質が評価されていたという証しでもある。

その“バラエティ・ストア”の先導者であったF. W.ウールワース氏は，

自らの小売事業の成功の一里塚として，1913年に，当時ニューヨークで

世界一の高さを誇っていたメトロポリタン・タワーをさらに92フィート

凌駕するウールワース・ビルディングを建築したことは夙に有名な話であ

る。ニューヨークにおけるこのような当時の最高層のビル建設に象徴され

るバラエティ・ストアは，戦後のダラー・ストアやわが国の100円ショッ

プなどとは比べものにならないきわめて高い社会的評価があったとことを

物語っていると言えるだろう。

　このように一時は歴史的な隆盛をきわめたバラエティ・ストアが，その

後どのように推移したのかを通覧することは，現在のダラー・ストアや

100円ショップなど同様な均一価格店の現状を把握し，将来を展望する上

で有効な情報を得ることになるだろう。注目すべきことは，当時のバラエ

ティ・ストアの隆盛の主たる要因はやはり均一価格制にあったということ

である。そのような観点に立って指摘するとすれば，要点は。
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　①　中期的には，当初設定した均一価格を一貫して維持し続けることは

　　困難である。

　②　長期的には，均一価格制そのものの維持が困難になる。

という二点である。

3.均一価格店がかかえる問題点

　均一価格店は，低価格を訴求するために顧客に強力にアピールする低廉

なプライスーラインを設定し，仕入価格をそれ以下に抑えながら幅広い商

品種類を取り揃えて店頭を賑わわせることが必要になる。ダイム・ストア

は，いずれも生成当初からチェーン化を進める傾向が見られた9)のは，既

述の通り，大量仕入によって仕入価格の引き下げを図るとともに可能な限

り商品構成の幅を広げようとする狙いがあったからであるが，当然のこと

ながら仕入価格の引き下げには限界がある。さまざまな要因に基づくコス

ト上昇は，やがてはなんらかの形でプライスーラインの引き上げ圧力につ

ながってゆく。たとえば，アメリカのような広大な大陸では，チェーン化

によって小売事業の広域化が進むにしたがって，地域間で物流コストにか

なりの差が出てくる可能性があり，チェーン網が拡大していくにつれて均

一価格を維持していくことの難しさがますます増大していくことになる。

　また，先にも述べた通り，初期のバラエティ・ストアは，同時期のグロ

サリー・ストアとともに日常必需品の販売を担う小売業としてアメリカ大

の日々の消費生活を支える二つの柱であったが，所得水準の上昇に伴って

(かっては奢侈品であったものが次第に必需品化して)日常必需品の幅が広がる

と取り揃えるべき商品構成の中に従来よりも価格の高い品目が加わってく

－268－



ることになる。このような平均的な消費生活の質的上昇をもたらす動きも，

プライスーラインの引き上げを促す要因となる1o)。

　さらに，第一次世界大戦はアメリカ国内の経済動向に大きな影響を及ぼ

した。すなわち，戦禍によるヨーロッパ経済の疲弊の影響によって，アメ

リカではほとんどの消費財の需給関係が急速にタイトとなり，バラエティ

・ストアの仕入交渉力が大幅に低下するとともに，物資全般にわたって価

格が騰貴するなど，均一価格制の基盤を揺るがす経済環境の変化が次々と

生じてきた。戦争によって商品調達先が制約され物価騰貴が進むといった

状況の下で，バラエティ・ストアは，それぞれ差別性のある商品構成と品

揃えを堅持してゆこうとすれば，均一価格制を維持することがますます難

しくなっていったわけである。

　経済発展とともに消費生活は次第に豊かになり，取り扱うべき商品の種

類も多数・多彩に拡大してゆくという点を考慮に入れれば，仮に上述のよ

うな仕入れ交渉力の低下や物価騰貴の進展という事態が生じなかったとし

ても，均一価格制を維持しつつ消費市場の変化に対応してゆくことは困難

だったのではないかとも考えられる。

　現実には，第二次世界大戦の勃発によって日本からの良質で廉価な雑貨

類の輸入が完全にストップしたことなどが決定的な契機となり，均一価格

制の放棄へと進んで行ったと言えるだろう。かくして，プライスーライン

の引き上げや一部の商品に関する設定価格の自由化にとどまらず均一価格

制そのものを全面的に放棄して，価格についても商品構成においても多様
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化する方向に移行川することを余儀なくされることになり，小売業態上

に大きな変化を見ることになる12）。

4.バラエティ・ストアと業態上の変化

　　　　一業態概念の再検討を踏まえてｰ

　これまでの記述から明らかな通り，この業態が“5セント＜10セント店”

として生成した当初は全く用いられていなかっだバラエティ・ストア”

という業態名が，生成後かなり早期から用いられるようになったことによ

り，“バラエティ・ストア”という用語と均一価格制を明示する“5セン

ト＜LOセント店”ないしはダイム・ストア”という用語がその後かな

り長い間併用されてきたと言える。

　確かに，“バラエティ・ストア”という用語は，先にも述べた通り，こ

の業態が均一価格で多様な商品を販売するという意味合いを示唆している

と言えるが，もう一つの意味合いとして，商品構成や品揃えに独自の政策

的意図を反映させながら完全に均一な小売価格を実施していくということ

はきわめて難しく，多少とも価格も多様化することが避けられないことを

示唆していると言える。つまり，“5セント・10セント店”や“ダイム・

ストア”などという限定的で柔軟性を欠く名称は，業態を示唆する用語に
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は相応しくないという問題があり，そのような問題に対応するという事情

もあっでバラエティ・ストア”という用語がかなり早期から用いられ，

“5セント・10セント店”という均一価格店から均一価格制を放棄した完

全なバラエティ・ストア13）まで，かなり包括的な用い方がなされてきた

という見方ができるだろう。

　因に，業態名がかなり包括的に用いられるということはきわめて一般的

であり，百貨店やスーパーマーケットなど他の多くの業態についても指摘

できる圃。ここで，“業態”という用語についても検討を加えておく必要

があるだろう。

　現状では業態”という用語は，小売業についての形態類型的業態15）

と小売業の戦略パターンについての戦略類型的業態16）という，少なくと

も二通りの意味合いに用いられており，用語としての曖昧さを指摘せざる

をえない17）。

　つまり，形態類型としての百貨店を“業態”と呼ぶ場合の業態は，その
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生成時を含めてそれ以降のすべての百貨店，さらには海外に伝播していっ

た世界各国の百貨店をすべて包括し，かなり多様な百貨店を包括して意味

するが，他方では，消費市場の多様化・個性化か進み小売市場での競争が

激しくなってきた最近では，各百貨店はそれぞれ小売理念や標的とする消

費市場を明確にして独自の小売戦略形態の確立を迫られることになる。こ

のような状況について，しばしば“業態化を迫られる”と表現されるが，

その場合の業態とは，それぞれの小売理念や市場標的に基づいて確立され

る“小売戦略形態”であり，アメリカで用いられる“フォーマッド(for-

ｍａt）18）とほぼ同義であると言えるだろう。

　このように，商業統計上の“業態別統計”や国際的に“業態間比較”を

行う場合などの“業態”と，小売企業がそれぞれの小売戦略上で採用する

“業態”とは，明らかに次元の異なる概念である。前者は，小売業の形態

類型を意味する業態であり，通常広くコンセンサスを得た業態名称が用い

られるのに対して，後者は，上述の通り，差別性のある個々の小売業の戦

略類型，すなわち，“フォーマッドを意味する業態である。わが国では，

“業態”という用語は，かつてはもっぱら前者の意味合いで用いられてい

たと言えるが，小売業間の競争が熾烈化するにしたがって，小売戦略のパ

ターン化（フォーマット化）を企図して後者の意味合いで用いられるケース

も多くなってきている。

　以上の議論を踏まえて言えば，“バラエティ・ストア”という一つの（形

態類型的）業態名の下で，均一価格制を基盤とする“5セント・10セント

店”から，低価格帯の日常雑貨を多様に取り揃えて販売する均一価格制を
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放棄した完全な“多様品店”まで，時間的経過の中で生じた変化は，その

間の諸環境要因の推移に対応していこうとする小売戦略上の変化であり，

消費市場に受入れられる独自のフォーマットを模索して繰り返された試行

錯誤を反映したものであった19）と言えるだろう。

　もう少し具体的に述べるとすれば，次第にプライスーラインの引き上げ

を余儀なくされ小売業間の競争が高まる中で，一時期，ウールワースに代

表されるように可能な限り均一価格割にこだわる方針をとる方向2o）と，

あまりこだわらずに“多様品店”化を進める方向とに二分して，それぞれ

差別性のある商品構成や品揃えの形成を中心に独自のフォーマットの確立

を志向して試行錯誤が繰り返されたが，結局，いずれも新しい独自のフォ

ーマットの確立に失敗21）し，そのまま小売事業を閉じるか，全く新しい

　（形態類型的）業態である総合大型ディスカウント・ストアヘ転換すると

いう方向に向っていったと言える。

　その間の推移をさらに述べると，均一価格制を放棄したバラエティ・ス

トアは，チェーン・オペレーションによる大量仕入れを挺子に，非耐久消

費財をほぼ全般的に取り扱う“多様品店”としてしばらくは低廉な日常品

雑貨の買い物ニーズに対応してきたが，第二次大戦後，サバーバナイゼー
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ション(suburbanization)が進展し，それに伴って郊外立地の計画的ショッ

ピング・センター(planned shoppingcenter)が次々と展開する中で，スーパ

ーマーケットの非食品類の取り扱いの拡大，ドラッグ・ストアの広範なバ

ラエティ・グッズの取り扱い，総合大型ディスカウント・ストア22)の台

頭など流通をめぐる環境が大きく変動し，戦後の消費需要の高まりに対す

る小売業の積極的な動きが激しい小売業間の競争を引き起こした。このよ

うな状況の下で，バラエティ・ストアは，他の様々な小売業態の激しいラ

インーロビング(line robbing)を受けて，その取り扱い商品分野がまさに草

刈り場の様相を呈することとなり，小売業態として独自の特徴を打ち出す

手掛りを完全に喪失してしまったわけである。

　このような経緯から，大手の有カバラエティ・ストアの中から，取り扱

い商品を耐久消費財分野まで広げて総合ディスカウント・ストアに進出す

るという動き23)が生起することとなった。かくして，バラエティ・スト

ア業界の双璧をなしていたF. W.ウールワースとs. s.クレスギは，それ

ぞれディスカウント・ストア“ウールゴ(Woolco)どＫマード(K-Mart)

を開業したが，クレスギは，わずか６年間でバラエティ・ストアから総

合ディスカウント・ストアヘと変貌を遂げてＫマートを軌道に乗せた24)

のに対して，ウールワースは，なおもバラエティ・ストアを中心に据えな

がらディスカウント・ストアを併業させる中途半端な道を選んだため，少
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なくともアメリカ国内においてはウールコを本格的な軌道に乗せることに

成功することなく終わった25）。

　バラエティ・ストアという小売業態は，端的に言えば，1879年ウール

ワースとともに生成し100年を越える歴史を経て1998年にウールワース

とともに終焉を迎えた26）と言えるだろう。他の中小バラエティ・ストア

のほとんども？均一価格制から離脱後独自の特徴を明確に打ち出せずほど

なく消滅していったが，一方では，大手バラエティ・ストアの一部では戦

後の業態間競争の激化の中で総合ディスカウント・ストアヘの移行という

壮大な業態転換を試み，最初はＫマートがディスカウント・ストアのリー

ダー企業となり，後にはウォルマートがディスカウント・ストアとして世

界最大の小売企業に成長する27）など，アメリカのみならず世界の小売流

通に大きな影響を及ぼしたという点は注目に値する。

5.“ダラー・ストア”としての再生

　以上の通り，バラエティ・ストアは，その生成当初の５セント・10セ

ント店によって一時期目を見張るような隆盛を極めたが，環境条件の変化

に対応するために次第にプライスーラインを引き上げざるをえなくなり28)

さらには均一価格制そのものを放棄せざるをえなくなって，消費市場への

訴求力を急速に低下させ衰退していったと言える。このような点を踏まえ

て言えば，５セント・１Oセントに匹敵するような消費市場に対して訴求力
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のあるプライスーラインの設定に成功すれば，再び新しい均一価格店をス

タートさせうる可能性は十分あるということでもある。

　アメリカにおける戦後の動向に目を向けると，既述の通り，新しい均一

価格店である“ダラー・ストア”が再び生成し，“ダラー・ジェネラル”

(Dollar General Corp.)や“ファミリー・ダラー”(Family Dollar Stores,Inc.),

“ダラー・ツリー”(Dollar Tree Stores,Inc.)など29)数千店を越える大フラ

ンチャイズ・チェーン網を展開する大手企業を中心にダラー・ストアが林

立するに至っている。今日のように多くの小売業がしのぎを削り合う状況

の下では，その評価や注目度はかつてのダイム・ストアほどではないのは

当然のことであるが，一つの小売業態として全国的に定着してきているこ

とは明らかである。

　アメリカのように極めて自由に小売業が生成し成長することが可能な環

境の下で，このようにダラー・ストアが展開しているという事実は，“１

ドル”というプライスーライン3o）がかつての“５セント・10センドに

続く新しいプライスーラインとして市場に受入れられたということを示し

ていると言えるだろう。しかしながら，ダイム・ストアの成長はアメリカ

における近代的小売業の揺藍期のことであり，チェーン・ストアとしても

先駆的小売業の一つであったわけで，現在のダラー・ストアはとても同一

の次元では論じられない。今日のアメリカでは，新しいニーズを満たすべ

くどんどん新しい小売業態が生成してきているが，そのような状況の下で

もなお満たされない消費市場の隙間が常に存在し，そのような隙間を標的

とする業態の一つとしてダラー・ストアが成長してきていると見方ができ

るだろう。
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　そのような見方をわが国に当てはめれば，さまざまな閉鎖的な規制や商

慣行など，小売業の自由な展開を妨げる要因が多いわが国では，そのよう

な隙間はアメリカに較べてけるかに多く，且つその隙間そのものも大きい

はずである。最近の100円ショップ31）の急成長は，長期の不況に加えそ

のような面からも頷けると言えるだろう。

6.100円ショップ“ダイソー”とその特徴

　ここで，わが国における100円ショップの先駆けであり，この業界の牽

引車となって急成長を続けているダイソーを中心に, 100円ショップにつ

いて考えてみよう。

　株式会社大創産業が展開する100円ショップ“ダイソー”は，広島県下

で創業した当初は催事会場を求めて各地を転々としながら営業する移動販

売方式の小売業であった。売場作りに頭を痛めていた大手スーパーからの

出店要請に応じて試みたインーショップが成功したことがきっかけとなっ

て，直営店を含め常設売場を中心とする販売に移行してゆくことになった。

　1991年香川県高松市の直営１号店を皮切りに，大規模小売店のインー

ショップ，さらにフランチャイズ・チェーン店と，出店形式は一様ではな

いが怒涛の出店が始まり，1995年には店舗数460店を数えるまでになっ

ていた。現在（2004年）ではフランチャイズ店を含めて優に2,400店舗に

達する規模になり，その巨大な販売力を背景とするバイイング・パワーが

多彩な商品調達を有利に行う源泉となっている32）。

　そもそも，小さい子供達でも100円では喜ばなくなってきている現状に
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おいて, 100円いう小額のな小売販売をただ漫然と行うだけではとても量

が捌けない。どんどん衝動買いを誘うなんらかの演出が必要である。つま

り，催事会場のような一種の賑わいの中で，顧客にまとめ買いを競わせる

といった販売方式が主流となる傾向がある。当初のダイソーの移動販売方

式はまさにそれであり，ともすれば長期的視野に欠ける場当り的なマーチ

ャンダイジングに陥ることになりがちであったと言わざるをえない。現在

のダイソーの急成長は，やはり常設売場を中心とするある程度腰を落ち着

けた販売方式に移行したことが背景となっていると言うべきだろう。

　さらに，ダイソーが多くの顧客を吸引する魅力は，自社企画のオリジナ

ルな商品が70～80％を占めており，それらが，既存の小売店には見られ

ない“画白ざや“意外性”を醸成している点に注目すべきである33）。次

から次へと開発される商品とそれらの品揃えにより，“無印良品”の楽し

さど東急ハンズ”のこだわり，“ロフドの面白さをミックスして，価

格を引下げた店という巧まずして既存の他の小売店の特徴を貪欲に取り入

れた業態とも言える側面がある。

７＿　６ダイソー”のマーチャンダイジング

　単純に考えれば, 100円ショップのマーチャンダイジングの基本は100

円で売れる商品を幅広く取り揃えることであり，店全体としての採算につ

いて多少どんぶり勘定的計算を許容するとすれば，仕入商品の幅をさらに

広げることができるということになる。しかしながら，そのような無機質

的発想のマーチャンダイジングでは，おそらく顧客に“驚きや“感動”

を与えることにはならないだろうし，今日のダイソーの急成長もなかった

と言うべきだろう。
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　既述の通り，ダイソーの商品調達は自社企画のオリジナル商品の割合が

高く新奇性に富んでおり，個々の商品が顧客に与える新鮮なイメージは，

そのマーチャンダイジングのキーポイントのひとつであることは間違いな

い。しかし，それだけではない。同じ種類の商品について／‘色違い”，“型

違い”,あるいは，“素材違い”の品揃えを提供して顧客に選択の楽しみを

あじあわせたり，“ザ・プラスティッグなどといった素材を基準とした

売場作りを試みたり，パーティー用品や入浴用品など用途や生活場面別，

和雑貨やアジア風雑貨といった民族文化別の売場構成を試みるなど，従来

の小売業態では試みられたことのないさまざまな新しい売場の演出を大胆

に試みようとしている。つまり，常に顧客に新しい驚きと感動をもたらす

ことが基本的な狙いとなっているわけである。

　近頃の小売店の多くはＰＯＳに頼り過ぎるあまり取扱い商品を売れ筋に

絞る傾向があり，画一的で面白みのない売場が多すぎる。このようなわが

国の小売業界の現状を踏まえて，ダイソーのマーチャンダイジングは，満

たされない消費市場の隙間をことごとくカバーしてゆこうとしているとい

う見方ができるだろう。

　上述のようなダイソーのマーチャンダイジングには，現在の消費市場の

満たされないニーズをカバーするのに有効な特徴が多彩に織り込まれてい

ることは，誰もが認めるところである。他の既存の小売業は，何故このよ

うな対応をこれまで採らずに見過ごしてきたのだろうか。ダイソーのマー

チャンダイジングの特質は，次々と繰り出される新奇性のある商品，多彩

な商品構成，そして広い選択幅であり，要は回転率の高低にかかわらず幅

広く取り扱うことにある。従来のわが国の小売業の多くは，おしなべてリ

スク負担を極力少なくすることを基本政策としており，上記のようなマー

チャンダイジングを実施してゆくには，百貨店が採用してきたような“委

託仕入”や“消化仕入”34）といったリスク負担を納入業者側に転嫁する仕

入方式でも利用しないかぎりむつかしいということになる。
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　おそらく，このような商品分野でそのようなリスク負担を引受ける卸売

業やメーカーはほとんど見つからないだろうし，そもそもそのようなマー

チャンダイジングに納入業者側がリスクを負担しながら対応してゆくこと

自体が到底無理な話である。ダイソーの快進撃の背景は，このようなむつ

かしいマーチャンダイジングに果敢に挑戦しているところにあり，それは

また，従来の川上主導のマーチャンダイジングから川下主導のマーチャン

ダイジングヘの極めて明確な形の転換でもある。

　したがって，そこには，言うまでもなく小売業が担わなければならない

極めて大きいリスクがあり，ダイソーが将来にわたってそのようなリスク

を負担してゆく目途が立っているのか否かという問題もある。

　確かに，ダイソーは，現状ではフランチャイズ店を含めて2,400店に達

する規模の力を基盤として内外の各地にの協力工場を確保するなど，強力

な商品調達体制をしくに至っており，従来のわが国の大手小売業ではほと

んど見られなかった単品大量の一括買い取りというまさに画期的な仕入方

式によって，“こんな商品が100円で！”と，本当に消費者を驚かせ，感

動させるようなマーチャンダイジングが実現していると言える。

　しかしながら，平成不況真っ只中で急成長を遂げてきたダイソーの場合

には，操業率の低下に悩むさまざまな多数のメーカー群の存在，多くの業

者が抱える不良在庫など，極めて高い供給圧力が仕入活動を有利に進める

ことを可能にしてきたであろうことは明らかであり, 100ショップを一つ

の定着した業態として捉らえようとする際には必ず考慮しなければならな

いポイントである。
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８，“ダイソー”が抱える諸問題

　既に述べてきた通り，均一価格店をその歴史的推移を通して見てみると，

おおむね不況期に生成し廉価を訴求点として成長を遂げるという傾向が指

摘される。ダイソーに代表される100円ショップの場合も，まさにその指

摘されるケースに該当することになるが，問題は，より長期的な推移の中

で100円ショップという業態はどう捉らえられるだろうかということであ

る。

　ダイソーのマーチャンダイジングが成功している主要な背景は，上述の

通り，操業度の低下に苦しむ多くのメーカーや不良在庫の存在という長期

にわたる不況が追い風になっているという点である。堅調な需要とコスト

の高騰といった状況の下でも多彩なオリジナル商品を廉価で調達し続ける

ことができるかどうか。

　また，どんどん新しい商品を廉価で開発できる理由の一つは，注文から

納品までのリードタイムにあまりこだわらないで単品大量発注を行うとい

う点にあると言われているが，それは裏を返せば，ＰＯＳシステムのよう

な緻密な情報管理の下で仕入が行われているわけではなく，とにかく新奇

な商品をどんどん廉価で仕入れて，品揃えを工夫しながら販売してゆくと

　　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●　●いうドンブリ勘定的マーチャンダイジングであるということでもあり，と

もすれば仕入に伴うリスク負担が過大となり，在庫管理を中心に物流面に

由々しい問題が生じる可能性があると言わなければならないだろう。

　短期間に多店舗化を可能にしているのは，言うまでもなくフランチャイ

ズ方式の採用にある。確かに，コンビニエンス・ストアや外食産業に較べ

て，オンーライン化への投資はあまり重視せずに済み，商品管理や従業員

教育も容易であるというメリットがある半面，急速に進む広域化，多店舗

化への本部の対応が十分追い付いていけないのではないかという懸念が常

にある。
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　総じて言えば，わが国における従来の小売業態の展開は，専門店化より

も量販店化に片寄り，おしなべて売れ筋商品に絞る傾向が強かったと言え

る。したがって，GMS35)やホームセンター36)など量販型の小売店を中心

に買物をせざるをえなかった顧客にとっては，いろいろ満たされないニー

ズがとり残されている可能性が大きいわけであり，それだけ100円ショッ

プが狙える市場の隙間も大きいと言える。国際化の進展とともにグローバ

ル化か進むわが国の小売市場に流通外資がどんどん新しい小売業態で参入

したり，わが国の小売業の多くも生き残りを懸けて真剣に消費者ニーズに

適合したマーチャンダイジングに努めるようになれば，満たされない市場

の隙間も自ずから小さくなり，100円ショップの魅力は相対的に減殺され，

つまるところ低価格の魅力のみということになってしまう可能性もある。

もしそうなってしまったとすれば，結局，最終的には同質的競争に埋没し

てしまい，かつてのアメリカにおけるバラエティ・ストアと同じ経路を辿

って業態間競争の狭間で消滅していくことになる。

9.均一価格店の将来展

　既に述べてきた通り，アメリカにおける歴史的推移を辿るとダイム・ス

トアは時間の経過とともに環境諸条件が変化する中で均一価格制から離脱

せざるをえなくなり，バラエティ・ストアとして独白のフォーマットの確

立を試みるが，第二次大戦後はドラッグ・ストアなど他の新しく生成して

きた小売業態によるラインーロビングにさらされ，次第にその存立基盤を
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喪失してゆく37)。かくして，折から急成長してきた総合ディスカウント・

ストアとの激しい競合の結果，その一部は，競争相手であるディスカウン

ト・ストア化の路線を選び小売事業としては存続していくが，小売業態と

してのバラエティ・ストアは消滅していくことになった。

　総合ディスカウント・ストアヘの転換といった大きな飛躍は歴史的な流

れの中で生じたまさに異例ともいうべきケースであり，ここでは参考にで

きないだろうが，このダイム・ストアの事例を教訓にとして100円ショッ

プの今後について展望するとすれば，長期的にはコストの高騰が避けられ

ない状況の下で，消費市場の変化に対応しつつ100円というプライスーラ

インを堅持しながら成長してゆくことは極めて難しいということは誰もが

否定しないだろう。したがって，ある程度のプライスーラインの引き上げ

ながら均一価格制を維持しつつバラエティ・ストア化の道を辿り他の小売

業態に対抗できる業態の確立に挑戦していくことになるというのが順当な

道筋であろう。

　この点についてもう少し付言すると，どのような段階を経てプライスー

ラインの引き上げを行っていくか，そのような価格設定の変更を顧客吸引

力を弛めることなく進めていく方策が問われることになる。バラエティ・

ストア化への道程を時間的経過とともに描くとすれば，均一価格制から離

脱していくというよりはプライスーラインの曖昧化か進展していくと言っ

た方が的を得ているかもしれない。要するに，当初単一またはごく限られ

たプライスーラインに統一されていた均一価格店が，次第に幾つかのプラ

イスーラインが混在する段階38)を経て徐々にプライスーラインの存在が不
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明瞭になり,やがては低い価格水準の商品を多様に取り揃える“多様品店”

に移行していくといった推移が想定される。その場合，そのような低価格

水準の商品の取り揃えが，新しい小売業態として消費市場に強くアピール

できる魅力的な特徴を打ち出せるか否かが課題となる39)。

　わが国の現状に目を向けると，すでに一部にプライスーラインの多様化

が見受けられる4o)ものの，2004年現在，均一価格制に依拠したマーチャ

ンダイジングが基盤となっている点には変りがない。平成不況の長期化や

マーチャンダイジングのグローバル化など，現状では商品調達面の追い風

もあまり後退してはいない。

　確かに，消費市場の高度化が進展してきている最近の消費市場では，完

全なバラエティ・ストアが全く受入れられないということはないと言える

兆しも散見される41)。要は，一定の低水準の価格設定を維持し42)つつ，
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絶えず明確な市場標的43)に焦点を絞った独自のマーチャンダイジングを

展開していくことである。大勢としてはプライスーラインの引上げや複数

化，さらには曖昧化か進むとしても，なおしばらくは，なんらかの形で均

一価格制を片隅に残したバラエティ・ストア化か進展していくのではない

かと考えられる。
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